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調査の目的  

 

ＩＣＴ産業は、世界的な「デジタル経済」の進展により、バリューチェーンのうち組立工

程をアジア新興国へアウトソースやオフショアリングする、グローバル・バリューチェーン

という分業体制の進展、ＩｏＴデバイスの普及等によるモノの所有からコトの使用への変化

に対応したＩＣＴサービス・プラットフォームの普及、といった環境変化に直面している。 

 

 本調査研究は、デジタル経済やＩｏＴの進展により変化する ICT産業及び関連市場のグロ

ーバルな動向を的確に把握・分析しつつ、我が国 ICT産業が世界市場においてどのような国

際的な地位を占めるか、客観的かつ継続的に評価するための方策をとりまとめることで、将

来的な情報通信統計の在り方の検討及び ICT分野における国際競争力を強化するための政策

立案等に資することを目的とする。 

 

 調査に当たっては、令和 2年 1月から 3月にかけて下記、廣松座長他 3名の専門家による

勉強会を 3回実施し、指標の改善について議論を行った。 

 

廣松 毅（座長 （独）日本学術振興会 人文学・社会科学データインフラストラクチャー構

築推進センター センター長、情報セキュリティ大学院大学 客員教授） 

飯塚信夫（神奈川大学 経済学部 教授） 

猪俣哲史（新領域研究センター・上席主任調査研究員） 

大久保敏弘（慶應義塾大学 経済学部 教授） 

大西宏一郎（早稲田大学教育学部准教授） 

  



○ 貿易統計にみる GVC 

 

リカードなどの貿易理論によれば、自由貿易においては、それぞれの経済主体が最も優位性を持っている製品

（自身の利益・収益を最大化できる製品）の製造に特化することで、それぞれの生産性が向上し、互いにより高い利

益・収益を獲得できるようになる、という「比較優位」の概念がある。グローバルに展開されている ICT 産業の競争の

現状について、先進国や新興国が、どのような製品や部品が強み（優位性）を持っているのか、またどう変化してき

ているかを把握することは、各国の競争力を検討する上でも重要な視点である。 

これまで、比較優位を表現する様々な方法が研究されてきたが、ここでは輸出額と輸入額から計算される

Baldwin=Okubo 比較優位指数を用いて、ICT 製品や中間財の比較優位の現状と変遷の把握を試みる。この指数は

プラス 1 からマイナス 1 までをとる指数であり、プラス 1 に近いほど優位性があり、マイナス 1 に近いほど優位性がな

いことを意味する。なお、国連統計局が提供する輸出入統計のデータベース「UN Comtrade Database（United 

Nations Commodity Trade Statistics Database）」を用いる。 

ICT分野の財を大きく 2つに分けると最終製品（スマートフォンやパソコン、テレビ等）と中間財（半導体や集積回路

等の部材）に区別することができる。今回の分析では、対象の最終製品をスマートフォン（HS コード：851712）、基地

局（HS コード：851761）、中間財を集積回路（HS コード：8542）、半導体素子（HS コード：8541）とし、対象国を日本、

米国、中国、英国、独国、韓国、タイ、マレーシアの 8 ヶ国として 2007 年から 2018 年における最終製品、中間財の

比較優位の関係とその変遷を観察する。 

まず、通信機と集積回路の関係を観察すると、中国が通信機に対して高い比較優位性を持っていることが分かる。

韓国も 2000 年代後半は通信機に高い比較優位性を持っていたものの、徐々に低下しており、その反面として集積

回路の比較優位性が高まっていることが分かる。日本は通信機の比較優位性がほぼマイナス 1 まで低下し、その後

集積回路の比較優位性も徐々に低下している傾向が観察できる。 

 次に、通信機と半導体素子の関係を観察すると、韓国は上記と同様、通信機の比較優位性が低下するとともに半

導体素子の比較優位性が徐々に高まっていることが分かる。日本は通信機の比較優位性の低下とともに半導体素

子の比較優位性も徐々に低下し、2014 年には一時的にマイナスとなったが、その後、半導体素子の比較優位性は

徐々に高まってきている。 

次に、基地局と集積回路の関係を観察すると、中国が通信機と同様に基地局に対して高い比較優位性を持ってい

ることが分かる。韓国は 2011 年頃に中国からの輸入が増加し、一時的に基地局の比較優位性がマイナスとなったも

のの、比較的高い優位性を維持している。日本は 2008 年まで基地局の比較優位性がプラスだったものの、その後

はマイナスで推移しており、集積回路とともに優位性の低下傾向が観察できる。 

 最後に、基地局と半導体素子の関係を観察すると、韓国は 2000 年代後半には基地局にのみ比較優位性があっ

たものの、徐々に半導体素子の比較優位性が高まり、その反面として基地局の比較優位性が低下している傾向が

分かる。一方、日本は 2008 年まで基地局、半導体素子の両方に比較優位性があったものの、徐々に低下していき

2014 年には両方の比較優位性がマイナスになるところまで進んだ。その後、半導体素子の比較優位性はプラスに

戻ったものの基地局についてはマイナスで推移している。 








